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消費者の属性がレジ袋辞退率に及ぼす効果に関する研究
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要旨

東京/llI武蔵野iITで菓子、文")』し、家庭111品、化'１[品などを版光する店舗で商品を'１M人したilIiiiY

者を対象に、レジ袋辞退率とilIiYWfのＩＪＩ性について2007年９１１から2008年４月にかけて３１n1の

調査を行った。有効回答総数はのべ1,755である。レジ袋辞退率と、所得、職業、性別との|Ｈ１に

ｲ丁意なllI1係は兄/|{せなかったが、＃(Ji(都小金)|:ili氏である、あるいは年齢層が高いil1iW付のレジ

袋辞退率がｲ丁意に高く、親ｲ･でl1iむilIiYllfiが有意に低かった。杉,Ⅱi区民のレジ袋辞退率は第１１m１

回と第２１,''１の調査時点の|Ⅱ1にｲi意に高まった。小金jl:ili氏をｲＭｉＷ別に見ると、１０代では他ili

区TIT氏のlrilfli代と有意な差が)i』られなかった，小金)|:Tl｢は、「ごみJ|:ｒＩｉ２１ｉ態宣言」を発しておI〕、

杉並区はレジL､有料化推進条例を第２lD1jMI企のil1[iiiに交布した。これらの措置に'１１１巡する行政の

普及蒋発iiIi1lWが20代以上の『'7尺のレジ袋辞退を(1“たと考えられる。

キーワード

レジ袋、辞退、辨及啓発活動、｣〔〕;(都小金jl:ili、ｊＩＩ京都杉jlli区

い、レジ袋持参率や再利111率とiIIiYY者の環境葱

識との関係について分析を行っている`)。これら

の研究で、jjWjji意識が高いiluiYWlrやレジ袋につ

いて関心のある消費者は、そうでない洲Ｗｆよ

りレジ災を,IiI退する傾向が高いということが示

されている。しかし、レジ袋辞退と消費者のＩ（

性について統ill･的に分析したＩｉ１{究は行われてい

ない。

本研究では、東京都武蔵1l1iiliの吉祥司'r駅近く

の店舗に米iijjする消費者のレジ災胖退率（以1;、

｢辞退率」とⅡfぶ）とその特ＩＶｌｉについて３１，１にわ

たって調庇を行い、消費者のﾚﾊﾞ性と紳退率との

|M1の関係について解析を行い、ii1iYIi者の住所が

辞退率にｲ｢JiiKに彫響を与えていることをIﾘＩらか

にした。／Milでは、まず、鯛1of〃法及び結果に

ついて報〈!；し、次にそれが持つ意味について夢

案する。

１．はじめに

消費者のレジ袋辞退やマイバッグ持参にllL1す

るアンケートiiW1iは、官民をＩｌ１１わず数多くなさ

れている。大AMljiなものとしては、2005ｲｌＡ９１１

に内|＃1府が3,000人の成人男女を対象として実施

し、1,896人からlIil湾を得た「環境''１１題に関する

世論調査」で、レジ袋辞退のｲT無について質'8Ｉ

している】１．２００７年３)1には、ＩｌＷｊｊＷ１が無作為

１１１１/Ｉ)した3,000人（lul答率33.7％）のilWV者と

3,000店舗の小光Ali（[Ⅱ]答率33.6％）を対象にし

たレジ袋の利111実態調査を行っている２１．

学術研究の分りfでは、舟･木らがレジ災ｲ丁料化

の効果について評l11iを行っている３１。レジ災の辞

退については三崎らが、スーパー・マーケット

利川者にアンケート調査を行い、ｊ１W焼意識とレ

ジ袋利川とのUll係について分析を行った`'･海外

ではLaIl1らが、レジ災を有料化した台湾の大型

商業施設に米iMjした250人にアンケートiiIM1iEを行
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をＩｉ椛認のため調在した。イ丁効ln1溶数は813人（第

111[1111)、441人（第２１Ⅱ''１)、501人（節３１回|）の

のべ1,755人であった。

２．調査対象及び方法

調代対象は、ＪＲ''１央線と〕i(Ｊ１↑耐llf[（鉄ルの頭

線が接統する吉祥寺駅近くに位置するＡﾄI:の一

店樹|iでllV1W1を購入したiiliYW1である。Tli祥寺駅

周辺にはデパートやショッピングモールなどの

大型商業施設が並び、ii1i1U者は近隣からiuIliや

バスなどをｲ'１川して買い物にくる。

同社は、lIl内外で生藤される菜イ.、文１７)具、

家庭111,W,、化Ｉ)l:品、幼児'１１，W,、衣料,'１１１，，１ﾉt具な

どをlUI兆している。欧米製の商,Iii11が多いのが特

徴的で、生Iimi必需品というよりは、１１剛Ⅲ１，１１，、ＩＷｉ

答品という性絡が強い。迦術のコンビニエンス・

ストアやスーパー・マーケットとは利１１１１I的が

異なる客用が'''心であると考えられる。｜｢iⅡ!i鋪

でのfIilllllMli人客数は18万人以｣二、光｣zfIiは約４

億}'１になる（2006f１２度突絨)。i11iYWfには女性が

多く、９５％以_'２をI1iめる。イＭｉ６１Ｗは、１０代から

30代までが'１１心であり、週末の利''１粁には学'１H

が多い。

訓ｆｒは３１ml実施した（表１）。第111,111と第２

回｢lでは、１１V品減算後のii1ilIY者にjl(がけし、調

査員が、１Ｍをもとにしてｍｉ接訊ＷＬた,鏑３

回[|ではihi接調査を行わず、洲IfIf風が|(ｉ１１ｉ１１ｌｉｌ１ｉ算

後のil1iYWfのレジ袋ﾊﾞｷ退とH1別を['１リルて記録

した。iiM従体制及びl1flM1の都合によ})、３１[11に

わたって統一した調査Jril三Iを11|いる柵IfIiを{j:う

ことはできなかった。また、i11iYW1は女''1；に偏

っているため、第11,1と第211,1調在では調已庇項

L1に性別は含めなかったが、３１Ⅱ11]ﾊＷｆで性別

３．調査結果

３１ijlのiiWlffにおける辞退率はそれぞれ、24.1％、

24.7％、22.6％であった。これらについて、フィ

ッシャーのili雌確率検定を行ったところ、有意

な栄は認められなかった。

IA11HllIⅢ論調査において「買い物'1$にポリ袋

などをもらわない」とlnl答した人は、全|工1と関

J|〔地力共に23.2％である。環境台の綱代では、調

在１１ｷﾉA(から過去１週'''１にレジ袋を１枚ももらっ

ていないと１回1答したiiIiYLY者が11.9％ある一方で、

小売1,1iはレジ袋辞退率を０～５％と兇ていると

ころが46.9％をIliめている。質|H1のⅡ:力（一般

｢Ｍ１〔|Ｈ１か過去１週'''1にさかのぼるか）や１回1答考

の立j邸（店舗かｉｉＷｌｉ者か）でlml答するA腿率に

差があI)、今回の調if[結果とlii純な比較はでき

ないが、il1i賢者がln1杵するレジ災A1(迅率が十パ

ーセント台から二十パーセント台であると考え

れば、今lmlの調在結果も過去のiilWfとおおむね

一致している。

鋪１１m調査結果の概要を表２に、「マイバッグ

持参」以外の属性を二項ロジットモデルで1,1猯

分析した結果を表３に示す。１％水;(liで有意に

辞退率が他と異なるのは、「Ⅱ;所が小金井市｣、

｢ｲM11jlWが高い」あるいは「親子で(}:む」消費者

であI)、前二者は高く、後者は低い。１０％水準

表１調査概要

１１１所）飛者作成

第１ '１ ２ 筋 第３ '１ 

１１ゲ期
2007年9)]2711

～ｌＯｊ１：１１１ 

２００８ｌ|§３)１２８１１ 

～‘１月１１１

2008年`ｌノル１１１

～`Ｉノ１７日

刀法

ｉＩｌｉ算後のii1iYWfにヒア

ﾘング

清算後のii'１１f折にヒア

リング

ｉｌｆｌｌｌｌｌキ'１１１ずつレジ横

でiiIWii員が全iiMi者を

ijl察

訳liIiﾐJr(lFI

レジ袋辞退，マイバッグ

持参，住所，Ｉ|:齢，家

族術成，所 聯雌

レジ袋僻jll，マイバッグ

持参，仇iji

レジ袋辞退，Ｉｌｌｉ>lIl

ｲ｢効lul梓>政（人） ８１３ `jll 5０１ 
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表２第１回調査結果概要

総数：８１３人，辞退率24.1％

￣ 
￣■麺コー￣￣￣￣

111所）簸者作成

住所 武蔵野市 小金）|:Tl７ 三１１M市 練馬区 杉並区 ｈ 』－→１、已一■〃宅０〃ずⅡ』１ 号Ｉ／●●００ Ⅲ その他

人数 2２４ ル1６ 1１７ 9７ ９`Ｉ 3２ 1０３ 

辞退率(%） ２９．０ `1１．５ 1９．２ 1７．１ 1６．５ ２Ｌ９ ２０.`Ｉ 

年代 10 ２０代 ３０ `10代 50代以上

人数 1５８ ２２１ 2５３ 1２０ ６１ 

辞退率(%） 1３．９ 2`１．９ 2４．９ 30.0 3２．８ 

小金)|:il7民人数 1３ 3０ 3２ 1２ ７ 

小金)|:TlT民辞退率(％） １５.`Ｉ 4０．０ `1３．８ 7５．０ 2８．６ 

家族構成 親子 ひとり 夫婦 無回答･その('11

人数 3`1１ 2０３ 8０ 1８８ 

辞退率(%） １９.`1 ２７．６ 2７．５ 2７．７ 

職業 会社員 学生 主婦 １回|答･その他

人数 2７４ 2`1１ 2０７ １ ９ 

辞退率(%） 2`1.8 ２１．６ 2８．５ 1８．７ 

年収
200万'1〕

未満

`100万lI1

未満

600万ＩＩ１

未満

800万１１］

未満

1000万１１］

未満

1200万''１

未満

1200万|リ

以」二
鱒

人数 ７７ 3８ 6`Ｉ 7８ ６９ `1２ 2９ `1１６ 

辞退率(%） １１．７ ２３．７ 2３．４ 2３．１ ２７．５ ２６．２ 2０．７ ２６．２ 

マイバッグ持参 なし あり

人数 7０９ １０`1 

辞退率(%） 1３．８ 9`し２
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表３第１回調査におけるレジ袋拒否に影響する要因分析（２項ロジツトモデル）

係数標iIIi誤差Ｐ値税I川変数

年齢 0．２２０．０８０．０１… 

杉lli区ダミー（杉並区にＡｌ;住する他氏＝１，その他=O） -0.60０．３５０．０８‘ 

'|､金）|:TIiダミー(小金井Tliに居住する住民＝I、その他=O） ０．８６０．２６0.00… 

親子家庭ダミー(規子家庭＝l、その他の家庭=0） -０．５４０．２００．０１… 

定数項 －１．５８０．２６0.00… 

注)…,‘はそれぞれ１０％水ilIi、１%水iiI；でのｲ｢意水ilIlを示す。Log-likelihood=-323.235,Ｎ=624．

すべての説|ﾘl変数がＯであるという帰無仮説は1％水準(1)=0.000)で棄却された。

出所）筆打作成

でみると「Ⅱ；所が杉並区」のii1i費者がｲ丁意に低

い。職業や年収とＡ１退率のｌｌＩ１には有意な差は兄

られなかった。年収では、lUl杵打の半数以I2が

１回|答lIi否し、｜Ⅱl答があっても「|可屈している帆

のｲﾄﾞ'1)(がわからない」というlIjl答が多く、統ｉ１Ｉ

的にｲﾌﾞ意な解析を行うことが|｜《I難であった。

第２回調査結果を炎４に、これを二項ロジッ

トモデルでln1｜Iii}分析した結果を表５に示す．節

’'回'調査同様、「I1imrが小金ルili」のil1ill州の辞

退率が１％水準でｲ｢意に高い。１０％水i((;でみる

と、iiiliD1存意に低かった「(11所が杉並区」が、

今lnlは有意に高くなった。

マイバッグを持参するiiWV者とそうでない消

YV者の辞退率の差は、持参行の辞退率が第１回

'1で94.2％、第２１，１日で92.5％と商いのに対し、

そうでないiiliVWikの第１１m''二113.8％、第２１回１月

の12.6％と顕帯な差が見られる。本Ⅳ[究では、辞

〕11率とマイバッグ持参率にⅢ1するそれぞれの統

ill･解析結果にほぼ同様なものが得られたため、

以下は辞退率に絞って分析することとする。

第３１ｎ１Ｉ１調lff（表６）では、性差による辞退

＊のｲT意差は認められなかった。

表４第２回調査結果概要

総数:４４１人，辞退率２４．７％

１１１所）筆澗･作成

(1：所 武蔵野Tl『 小金）|:TIT 三鷹市 純 杉1((区 その他 合計

人Zj〔 ２０１ `1２ ５５ 5７ 』Ｃｌ ４１ `I`1１ 

辞退率(%） ２３．９ '１０．５ ２０．０ l`1.0 ３３．３ 2`I.`Ｉ 2`1.7 

マイバッグ持参 なし あり

人数 ３７`Ｉ ６７ 

ﾊﾞﾘP逃率(%） 1２．０ ９２．５ 
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表５第２回調査におけるレジ袋拒否に影響する要因分析（２項ロジットモデル）

説明変数 係数標準談兼Ｉ>値

杉並区ダミー（杉並区に届Ｉｌｉする住民＝l、その他=0） ０．５９ ０．３４０．０９． 

小金）|:市ダミー(小金井市にｌｉｄ}住する住民＝１，その他=O） 0．３４０．０１… ０．８９ 

定数項 ０．１３０．００… －１．２８ 

注)…,‘はそｵLぞれ１０％水準、1％水準でのｲT意水準を示す。Log-Iikclihood=-242.394,Ｎ=`１４１．

すべての説lﾘ1変数が０であるという帰無仮説は５%水ilIi(1)=0.015)で棄却された。

１１１所）筆者作成

表６第３回調査結果概要

出所）筆者作成

にｲ丁意に作川していない。

小金ｿﾞﾄ市民の辞退率が高い背景には、Tliが抱

える消掃工場１１１１題があると考えられる。

小金)I:市は、調布市、府llITljと共に－．部ＦＩＦ務

組合である二枚橘衛生組合を1957年に設立し、

ゴミ焼却を実施してきた。しかし、設備が老朽

化したため、2006年10月から焼却炉が逐次停止

され、2007年３１１には全面係lこされて、解体が

進められている。調布市と府'''１１丁は日区lA1に情

liW]:場を有しているので、二枚橋衛生組合が閉

鎖されても大きな影響はない。しかし、小金）Ｉ２

ＴｌｉはこれがＵｌＩｉ－の清掃工場であったため、二枚

１V;iIli41ﾐ組合の'１１鎖に伴い日区内処理ができなく

なった。工場の新設計画は周辺住民の反対によ

り、完成の目途がたっていない。

ゴミを暫定的に|Ⅱ1分寺TITや一部事務組合であ

る西多摩衛生組合に依頼して処理せざるを得な

くなった小金)|:Tliは、2006年10)1に｢ごみ非常事

態宣言｣を発し、Tli民に燃やすごみの10％減量を

求めている。こうした小金ﾉﾄTliがおかれた危機

的状況やそれに関する広報活釛が市民のゴミ問

題に対する危機意識を高めた結果、辞退率が他

市区より大きいのであろう。

４・調査結果の解析

４．１住所

４．１．１小金井市

小金ﾉﾄ市民の辞退率は、第１'Ⅱ''三1及び第２liEil

目の調査とも40％を超え、他TIT区の住民に比較

するとｲﾏ意に高い。

調査llｻﾞ点で、対象ili区の１１，で可燃ゴミ収染を

有料化していたのは、小金井ＴＩ『と武蔵野Tl『であ

る。しかし、武蔵野Tli民の辞退率は第１,Ⅱ,,]で

平均より高いものの、１０％の有意水準で有意と

はならない。さらに、第２１回１１=1調査では武蔵野

市民のﾊﾞﾈ退率は平均値に近く、可燃ゴミ,1,1きが

有料化されていない杉並区民の,ｌｉｆ退率より,0ポ

イント近く下回っている。可燃ゴミ回収ｲｲ料化

が辞退率に有意に作1}1しているとは考えにくい。

また、武蔵野市と小金井TIiではどちらも可燃

ゴミは指定ゴミ袋で,Ⅱ,収することになっていて、

レジ袋を回収用に川いることはできない。三崎

らの訓;１ｆｔによれば、「レジ袋は必要であると,{,,,#「

していて普段ももらっている利川者」が、レジ

袋を必要とするEI1ll1としてもっとも多くあげた

のが、「ごみ袋等として使っている」である。し

かし、ここでは、ii1i賀者の居住地でレジ袋を可

燃ゴミ１回1収川袋として使用可能か否は、辞退率

性別 男性 女性 合計

人数 2６ ４７５ 5０１ 

辞退率(%） 1９．２ 2２．７ 2２．６ 
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４．１．２杉並区

杉並区民の辞退率は、第１１Ⅱ|には16.5％と、

10％水準で他TIilXより有意に低かったが、第２Ｉｎ１

ｒＩには33.3％とIilf燗し、１０％水i([iで他市区よ'）

存意に高くなっている。同区の筋１１回１回と第２

ﾛロの差について、フィッシャーの正確検定を

行ったところ５％水準で有意となった。第１１回１

１]と第２[回１１=1の調査が行われた半年間に、区民

意識が変化したことが伺える。

環境省調査6)によれば、杉並区は条例にA1づ

いてレジ袋のｲ丁料化を実施している唯一の地方

公共団体である（2008年４月１１]現在)。杉１１ilX

は、本調査の第２In1[1が行われるiilI前の2008ｲ1１

３月141]にレジ袋有料化推進条例を公布し、ｉｉｌ１

盃lU111Uの最終|]である４月１１]に施行した。｜両｜

条例は、スーパー・マーケットやコンビニエン

ス・ストアなどレジ袋多量便1112|｢業者に対して

レジ袋有料化等ill画書を区長に柵|Iすることを

義務付けたものである。

杉並区は2002年に、レジ災１枚に５円課税す

る「すぎなみ環境'－１的税」をIlill定し（レジ袋課

税については未執行)、2004年に区が実施した調

査では区民の88％がl可条例のｲＭ:を認知してい

た?)。しかし、｜同|条例に対して区lもの'111から「反

発｣8)が強かったため、区民や11#業者がよりHl1解

しやすい形にするため、レジ災有料化推進条例

をﾙ１１定したのである。レジ袋ｲT料化推進条例ＩＩｉＩｌ

定に向けた有識者検討会報告書が取りまとめら

れたのが、2007ｲ'１９１１であり、それ以降に杉並

区の広報活動が活発化したため区民の意識がlh1

｣し、第２１m11=l調査時点での区民の辞退率|ｲﾘｰﾋ

に寄与したものと考えられる。

いる9)。本研究でも１％ｲ丁意水準で、年齢が高

くなるほど辞退率の上昇が観察され、胱往の調

査結果と一致している。

この要|Alとして、広報活吻に対する認知度が

年齢とともに｣､昇することがあげられる。

2007ｆＭ（から2008年にかけて北海道消費者協

会が1,362名のTIj民を対象に行った調査１０)によれ

ば、同協会が実施している「レジ袋削減・マイ

バヅグ持参迎勅」を「知っている」と回答した

人の割合はｲﾄﾞ代があがるほど向上している。一

方、同迦1,1ﾉを知ってからも「レジ袋をもらって

おり、今までどおり特に変化はない」とln1答し

た人の;W|合は年齢と共にl1R-lfしている。ポスタ

_ず街ⅥjjiIIf発、チラシ、アナウンスなどの広報

啓発活動がｲ『効であると考えるTli民の割合も年

齢とともにjＷえ、バッグの＃(<料配布だけが年齢

が低い層ほど効果的であると考えている。

2004年に杉並区がすぎなみ環境目的税の認知

度について調査した結果でも、年齢が高くなる

ほど認知度が高くなっている。

本研究の第１回調査時における小金ﾌﾞI:TIT氏の

年代別辞退率で見ても、存意に他ＴＩＴ区より辞退

率が高いのは、２０代から40代に限られている。

50代以上はサンプル数が少ないので安定した分

析ができないが、１０代のTlj氏では他市区とｲｿﾞ意

な差はない。ＴＩｉの広報活吻は、若い世代には認

知されにくく、されたとしても行動に結びつき

にくいという、他の調査結果を裏付ける形とな

った。杉並区の場合には、第２１，１]でfI之齢を調

査できなかったため、2008年３月に施行された

レジ袋有料化推進条例のｆｌ匙代別効果を測定する

ことができなかった。

４．２年齢層

環境意識や辞退率、マイバッグ持参率は、イド

齢層が上がるほど上昇することが各梛調査で示

されている。lhl31府の世論調在では、「買い物時

にポリ袋などをもらわない」とlnl答する人の１１１１

谷は、年齢と共に上昇する傾lｲﾘにある。レジ袋

辞退と関係の深いマイバッグ持参率について共

立総合研究所が2007年に784名の主婦を対象にし

て行った調査でも、マイバッグを「常に持参し

ている」とliD１審した割合はｲMiliと共に上昇して

４．３家族構成

第111j''二l調在では、家族構成も辞退率に影懇

していた。親子で居住していると回答したii1iY？

帝は、夫A1}'11ｲｌｆや単身１Ｍ卜より有意に辞退率が

低い。これについて、’1t代別にフィッシャーの

正確検定を週川したところ、すべての世代にお

いて親子ｌＭｆの辞退率は、夫llii}lU:帯及びlli身ln

ｲ|ﾄﾞより有愈に低い結果となった。すなわち、辞

退率は親とlril屈している衿ｲ|{牌にだけ低いとは

言えない。
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の辞退率にｲi恵には作１１lしない。

②TlilXⅢ川が「ごみ非↑ｉｉｉＩｌｉ態宣言」を出す、

レジ袋ｲ｢料化を条例で定めるなど、強い姿

勢を打ちⅡ}すと、Tljlqの辞退率を向上させ

る効果がある．

③_'1記②の効果は、ililXl11｢村がその政策をTl「

民に広↑|Iすることによって呪れると号えら

れるが、その効果はｲＭ１Ｉ１が｣Lがるほど大き

くなる。一〃、１０代のﾋﾞﾊ:ｲＮＷには有意に作

川しない。

水調fhEにおいて、家族榊成として、親子、夫

鮒、lli身の３つの選１１<肢を設けたが、親子と１，１

鱒した者が必ずし１Ｍ§妬であるとはｌｌＩｌらず、｜÷１

分の親か配偶者の親とln111I)している、あるいは、

子供を持つ犬llii)であるというTII能ｌｌｌｉは|ﾙ除でき

ない。このため、親子'1t`ＩＩｆのin(退率がなぜ有意

に低いかについて分析することはできなかった。

ただし、１０代の親子llLIllFのﾊﾞﾄﾞ退率は2.0％（サ

ンプル数51）であり、jii身・ﾉﾋﾞﾊｉ１ｌＭＩｒの畔退率

24.2％（サンプル1M〔107）とは顕IDfな迷いがある。

親と同居しているハ:い11t代は、Ili身ｌＭｆ等の|両１

１u代と比較すれば家』ｌｉに桃わる機会が少なくた

め、それがレジ袋に対する'111心の低さに結びつ

いているのではないかと考えられる．

この結果は、行政がレジ災lllll減に関する強い

姿勢を打ち１１}し、広報ilui1IWを強化すれば、Ｔｌ71（

の辞退率を|ｲﾘｰ'２させることが可能であることを

示唆している。ただし、ﾁﾊ:ilWiについては、強

い啓発効果が１０１時できないため、別の手段も併

せて用いることが必要であろう。例えば、北海

道消費者協会の洲７ｔでは、レジ袋の辞退促進の

手段として、ｆｹﾞｲ|ﾐﾙiは「バッグの無|緬跡i」を

支持している。バッグのｲ『料化は務年層にはそ

れだけの「)ilみを伴う」施莱であるということ

である。したがって、レジ災のｲ丁料化は、特に

芳年層の辞退率をlfI｣2させる効果があると考え

られる。

本研究では、小金作Tl｢や杉iⅡ｛区の施策やそれ

に関連する科発M2及活JiIがどのようにTlj区趾に

影響を及ぼしたかをという点までは1ﾘIらかにす

ることができなかった。今後の課題としたい。

５．考察

レジ袋は、人』itにiiMされそのDM塊影響が看

過し得ない状況にある他、使い袷て文化の象徴

的存在でもあI)、その「''1減がDiUjjU保全と環境意

識jii\発のiilijihiから求められている。Dill党省では、

マイバッグ持参とレジ災辞退のIIi及惑発活劫を

'１k逃している。また、攻111容Iilf包装リサイクル

法にA1づきガイドラインが定められ、レジ袋を

利川する事業者には、レジ災のｲ｢料化やマイバ

ッグの配布など、容器包装I州§物の|ﾙﾉlllllHij'|を

促進する取組を行うことが求められるようにな

った。市町村においても、杉jlilXがｲ｢料化を条

例で定めた他、エコマネールI|やjlIllJ酢l:イント制

によるレジ災rlllllMliが進められている。

本IiH究では識lffiljにmlMillがY（なI)、住所

以外の属性に'11Ｉする１１$'''１変化を迫Ｍ４することが

できなかった。また、大規模商業施波の''１にあ

る当該店舗の立地とluH光する1(ｊ１１ｎ１１の特性から、

調査対象者も「型i該lIiのみを|]lfiしてきた淵YLIi

者｣、「他店と当該ｌｌＩｉとを'二１１局してきたil1i費者｣、

｢他の'三1的でi1i祥了Irを訪れ、たまたま来訪したilli

YV者」など来店|]的に差があると貯えられるが、

これについてはiilMIfp)lil］に入れなかったため、

その面からの分ＩＩＴはr｢えなかった。しかし、辞

退率に関しては、以~｢のようにjWi論できるもの

と考える。
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